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1「 正規の簿記の諸原 則」論の多様化 とその理 由
ドイツにおけ る会計制度の在 り方 を考察す る際に,と くに注意すべ き概 念に,
「正規の簿記 の諸原則」(Grundsatze・rdnungsmaBigerBuchfahrmg)があ る。
法律上は,こ の 「正規 の簿記の諸原則」は商法第38条,株式法第149条お よ
び所得税法第5条 にみ られ る概念であ るが,そ の内容 につ いては具体 的に規定
され ていないのである。 「正規 の簿記の諸原則」 が 「不確定 の法概念」(unbes-
timmterRechtsbegriff)といわれ る所以が ここにあ る(1}。
そ の内容が,何 に基づいて,ま た,ど のよ うに決定 され るかについては,多
くの議論があ るが,今 日の支配 的な見解ωに よれば,「正規の簿記 の諸原則」は,
経営経済学に基づ いて,簿 記 と年度決算の 目的か ら,演 繹的 ・目的論的に導 き
出されなければな らない〔3),とされ ているのであ る。
ここには,商 人慣行に基づ いて 「正規 の簿記の諸原則」 を帰納的に導 き出す
とい う伝統的な行 き方か ら,経 営経済学 に基づいてそれを演繹的に導 き出す と
い う行 き方への転換がみ られ るのであ り,こ こに,現 代 の 「正規の簿記 の諸原
則」 論の特徴をみ ることがで きるのであるoつ ま り,今 日の 「正規の簿記の諸
原則」は経営経済学に基 礎をおいた 目的指向的なω(zielorientierte)「正規の簿
記 の諸原則」 といえ るのであ る。
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法 律 上 の 「正 規 の簿 記 の諸 原 則」 の 内容 が この よ うに して決 定 され る とい う
こ とに な る と,経 営経 済 学 に基 づ く 「正 規 の 簿 記 の諸 原 則」 論 の多 様 な展 開 が
可 能 とな るば か りでな く,そ れ ぞ れ が きわ め て 現実 的 な 意 味 を も って くる とい
うこ とが で き る の であ る。 そ うした試 み と して,た とえ ば,次 の よ うな ものを
















こ の よ うに, .今日の 西 ドイ ツ で は,監 査,デ ー タ処 理,連 結,企 業 評 価,さ
ら に は 税 務 お よ び 利 益 予 測 とい っ た 広 い 領 域 に お い て,会 計 理 論 が こ と さ ら に
「GrundsatzeordnungsmaBiger…Jつま り 「正 規 の … の 諸 原 則 」 と い う形 を と
っ て 展 開 さ れ て お り,し か も,そ れ が た ん な る 理 論 上 の も の と し て で は な く,





の よ うな多様な主張 が展 開 され る理 由を考え てみたい。
まず,1965年の株式法 の改正がひ とつ のきっかけ とな った ことが考え られ る。
この改 正を契機 として,そ れ までの 「動態論」支配の状況が打破 され,「 正規
の簿記 の諸原則」は もっと幅広い理 論一 これ は,た とえば,「意思決定指 向
的経営経 済学」 とで もよぶ ことがで きるものであるが一 に よって基礎づけ ら
オ・う ところ とな った のであ るC6)。つ ま り,1965年株式法においては,債 権者保
護 とならんで,株 主 の保護 とい うことが強調 され,さ らには,コ ン ツェルンの
会計報告 についての規定が導入 され るところ となったのであるが,そ うした会
計(報 告)に よって追求 され る目標設定の変更 が,そ れ までの 「正規の簿 記 の
諸原則」 では もは や時代に合 った もの とは な りえな くな り,新 しい実務の動向
とそれ の理 論的 な分析に従事 してい る学問,つ まり,「経営経済学」に よって
演繹 的に展開され る現代的な 「正規の簿記の諸原則」が求め られ るところ とな
った と考え られ るのであ るσ)。
また,連 邦財政裁判所(BFH)も,1965年以降は,動 的貸借対照表観の優位
性 とそれ に基づ く成果の期間区分を,そ の一面性の故に,支 持 しな くなったの
であ る。 む しろ,商 法お よび税法は,一 定 の貸借対照表論を基礎 とは しないで,
法律上の諸規定 と 「正規 の簿記の諸原則」を基礎 とす る よ うに な った の で あ
る{8)。
この よ うに,1965年以降,そ れ までの支配的な学説であった 「動態論」 に代
わ って法 律上 の諸規定 と 「正規の簿記の諸原則」一 それ も目的指 向的原則 と
い う性 格を もった 「正規 の簿記の諸原則」一 が主役を演 じるよ うにな った と
いえ るのである。
さらに,「正規 の簿記の諸原則」 に よれば税務上 の恩典が与え られ る とい う
こと,つ ま り,「正規 の簿記 の諸原則」 が税務上 の優遇措置 と結びつけ られ て
いた ことが 「正規の簿記 の諸原則」をめ ぐる議論を活発化させた もうひ とつ の
理 由であ ると考え られ るのである⑨。
今 日の理論研究が競 って 「正規の簿記の諸原則」 もし くはそれ との関連づけ
のなかで展開 され ている理由を こ うした ところに求め ることができるのであ る。
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{1)「正 規 の 簿 記 の 諸 原 則 」 の 法 的 枠 組 に つ い て は,Freericks,Wo】fgang,Bilanz・
fahigkeitundBilanzierungsp日ichtinHandels・undSteuerbilanz,Berlin,1976,S
208ff.参照 。 ま た,「 不 確 定 法 概 念 」 に つ い て は,同 書,S.56-57,参 照 。 さ ら1ご,
Jacobs,OttoH.,DasBilanzierungsprobleminderErtragsteuerbi'lanz,Stuttgart,













　 　 コ ド
⑤ シュナイダーは 「課税の公平性」という上位貝標から 「正規の簿記の諸原則」に検
　 ノ
討 を加 え,「 純粋 な 実現 原 則」,「不平 等 原則」,「期 間配 分 原則 」そ して 「リス・ク中立
的裁 量 原 則」 とい う'4つの 原則 を 内容 とす る 「正規 の簿 記 の諸 原 則」 論 を展 開 して
い る。詳 細 につ い てぽ,拙 稿 「シ ュナイ ダー税 務 貸借 対照 表 論」,『明大 商学 論 叢』














(3)開発途 上国の得意先1こ対す る債権の取扱い(こ れは100・e-一・セントから40パ
ーセン トの免税積立金の設定を認めている)
(4)デー タ処理用の コンビt一 タの取得 に際 して発生す るプロ グ ラ ム(soft-
ware)用の支 出の取扱い
こうした新 しい実務は,全 体 として,費 用 の拡大計上,し たが って,利 益の
縮 小計上につ ながる とい う点 では共通 した性格を もつ ものであ るが,し か し,
そ の 「型」 には違いがみ られ るのであ る。つ ま り,従 来 どお りの 「支出 もし く
は費用 の早期 回収」 と 「費用(支 出)の 資産化 をお こない,し か る後に,そ れ
を費用化す る」 とい う,「動態論」に よって説 明 もし くは合理化す るこ との で
きる 「型」 を もつ実務 と,そ れを もって しては説 明す ることのできない 「型」
を もつ実務がみ られ るとい うことであ る(2)。後者 の 「型」を代表す る実務 が 「リ
ース」(Leasihg)と「企業年金」 であ る。そ こで,ま ず,新 しい 「型」の実務の
例 として この 「リース」 を とりあげ,ま た,従 来の実務 の 「型」を代表す るも
の として 「ベ ル リン開発促進法」(1976年)に基 づ く特別償却 の例を とりあげて,
以下,現 在進行 してい る 「ドイツ経営経済学教 授連 合」 に よるr商法改正提案』
との関連 で,そ の意味を考 えてみた い。 そ して,さ らに,「企業年金」 と現代
会計理論 との関連を考察す る ことにす る。
ところで,こ の 「リース」につ いてはい くつ かの種類 が考 えられ るが(3},こ
こでは,そ のなかか ら,「金融 リー ス」(Finanzieruhgs-Leasing)をと りあげ て検
討 を加える ことにす る。 とい うの も,会 計上 さらには法律上 の重要 な問題を提
起 してい るのが,こ の 「金融 リース」 にほかな らないか らであ る。その際,こ
の 「リース」についての会計上 の取扱 いにつ いては,次 の ような法的な裏づけ




(4)連邦大蔵大臣 の リース提供者の側におけ る リー ス物件の取扱 いについて
の通達(1975年12月22日付)tt
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こうした法的な枠組のなかで,「 リース」の会計処理がな されている の で あ
る㈲。
さらに,「金融 リース」 は次の ような前提 の もとでお こなわれ るのであ る。
(i)リー ス契約は,一 定期間のあいだ,両 当事者に よって解約す るこ とはで
きない(基 本 リース期間)。
(ii)この基本 リース期間のあいだの リース料 金 の 合 計 額 が,リ ース提 供 者
(Leasing-Geber)の金融費用 を含めた取得原価 もし くは製造原緬 より大 とな
る。
こ うした前提 のも とで,リ ース利用者(Leasing-Nehmer)のところで,貸 借対
照表への記載がなされ るのであ る。ただ し,そ の際,次 の条件 を満たす ことが
必要 とな る。すなわ ち,
(a)特殊 リース(賃 借人だけがその設備財を使用することができる)で あること,
(b)基本 リース期間が経 営上通常 の耐用年数 の40パー一セ ン トよ り短いか,も
し くは90パー セン ト以上の場合,お よび,
(c)基本 リース期間が経営上通常の耐用年数の最低で も40パー セ ン ト,最高
で90パー セン トとな る場合。
この場合については,さ らに,
(aa)基本 リース期間経過後に,付 加的に,そ の物件をひ きつ づき買取 る
とい うことが可能 となってお り,そ の買取価格が直線的減価 償却をお こ
なっていた場合 の簿価 よ り低 くなるか,ま たはそ の買 取 時 点 に お け る
「一般価値1(gemeinerWert)より低 くなる場合 と
(bb)基本 リース期間が経過 した後 も,ひ きつづ き賃借す る ことが可能で
あ り,そ の際 の賃借料 が直線的減価償却 より低 くなるか,も し くは,.継
続賃借 の開始時の 「一般価値」 を残存耐用年数に配分 した部分 より低 く
なる場合 とがあ る。
こ うした 「リー ス」 についての会 計処理についてみてみ よ う。
まず, ,
Aリ ー ス提供者の側 での処理
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(i)買入価格債権(Kaufpreisf・rderung):リース料金の計算基礎 とされた リー
ス物件 の取得原価 もし くは製造原価の高 さで借方計上(資 産化)す る。
(ii)リース料金を(d)利子お よび原価部分 と(ロ)(上記債権の)償 還(回 収)部 分
とに分割す る。
困 の利子お よび原価部分は取益 とな り,
(ロ)の償還(回 収)部 分は成果申立的に記帳 され,買 入価格債権 を減 少
させ る ことにな る。
ついで,
Bリ ース利用 者の側での処理
(i)リー ス物件の取得原価(リース提供者がリース料金の計算基礎とした リー ス物
件の取得原価もレくは製造原価)で借方計上(資産化)する。
(ii)同時に,同 額 を債務 として貸方計上す る。
㈲ リー ス物件 の取得原価 を基礎に して,購 入物件 と同じよ うに,(大蔵省編
集の 「耐用年数表」にしたがった耐用年数で)減価償却をお こな う。
㈹ リース利用者 が リース料金を利子 ・原価部分 と償還(返 済)部 分 とに 分
割す る。 償還(返 済)部 分 については,こ れを成果 中立的に記帳 し,利 子
お よび原価部分は 費用 として処理す る。
ここか ら明 らかな ごと く,リ ース利用者の側か らみれ ば,リ ー ス物件 の取得
原価 と リース料金の合計額 との差額分 が,い わば リース利用 に ともな う費用 と









(2)貸 借 対 照 表 論 と 新 し い 実 務 と の 関 係 に つ い て は,Knobbe-Keuk,Brigitte,Bilanz・









この点についての事例の検討 とその意味の解明につ いては,宮 上一男,「会計 と論
理一現代会計の実務 と論理」,'r会計ジ ャーナル』,1981年第13巻第5号(1981年5月),
8～14頁を参照 されたい。
また,こ うした費用 負担 額の増加につ いては,リ ース料金が リース物件の再調達
価値にもとつ く減価償却を基 準 としてい ることが 指 摘 され て い る。Knappmann,
Gerd,BetrieblicheInvestitionswirtschaft,K61n皿dOpladen,1970,S.28f.
皿 リース会計実務の会計理論上および法律上の問題
このよ うにして リース物件 を貸借対照表に資産 として計上す る とい うことは,
会計理 論上 もまた法律上一 と りわけ商法上一 も大 きな問題を提起す るこ と
となったのである。
伝統的な資産概念あ るいは財産概念を もってしては,そ れを説明 もし くは合
理化 しえなか ったか らであ る。 そ こで,一 方では,会 計理 論一 より一般 的に
いえば,西 ドイヅでは経営経済学 が これに相当す るのであ るが一 が伝統 的な
資産概念 あるいはそれを支 え る 「動態論」を も否定 し,意 思決定に役立つ情報
の開示 を 目ざす とい う方 向で,多 様 な理論展 開一 資本理論的貸借対照表 論や
経済的利益測定論な ど一 がみられ る と同時に,他 方では民法上の所有権 を前
提 とす る商法上 の財産概念か ら 「経済的帰属性」(wirtschaftlicheZugeh6rigkeit)
を基 礎 とした よ り広い概念で ある 「経済財」(D(Wirtschaftsgifter)への転換 を求
め る提案(2)がなされ るといった状況がみ られ るのであ るが,そ うした理 論的な
試み も,ま た,商 法改正 のための提案 も,上 に述べた よ うな実務の進行 と密接
に関連 している とい うことには注意しておかなけれぽな らない。 とりわけ,商
法の改正は会計制度全体に大 きな影響 をお よぼす ことにな るので,こ の点につ
いては,も う少 し触れておか なければならないであろ う。
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商法上の財 産 目録 作成 に関す る規定(商法第39条)によれば,商 法上の資産 と
は民法上 の所 有権 を前提 とす る 「財産対 象物」(Verm6gengegenstanden)(独立し
て売却することのできる対象物)を意味 し,ま た,商 法上の負債 とは第三 者に対す
る債 務 を意 味 し てい る(3}。
これ に対 し て,税 務 上 の判 決 に よれ ば,税 務 上 の資 産 は 「財 産対 象物 」 とい
う概 念 では な く,「経 済 財 」 とい うい っ そ う広 い 内容 を も った 概 念 と な って お
り,ま た 「負 債 」(Schtild)とい う概 念 の代 りに 「経 済 的 負 担」(wirtschaftliche
Last)とい う概 念 が用 い られ て い る の で あ るω。
した が って,リ ー ス資 産 の 貸借 対 照 表 へ の 計上 は,税 務 上 は 認 め られ る が,
商 法 上 は認 め られ な い,と い う食 い 違 い が 生 じ る こ とにな る。 そ こで,そ う し
た 食 い違 いを 調 整 す る もの とし て,い わ ゆ る 「選 択権 」(Wahlrecht)が用 意 さ
れ て い る の で あ る。 しか し,「 商法 上 の資 産 化選 択 権 」(handelsrechtlicheAkt輌一
vierungswahlrechte)は,原則 上.「税 務 上 の 資 産 化命 令」(steuerlicheAktivierungs・
geboten)とな るの で あ る(連 邦財政裁判所1969年2月3日付判決){5)。
この よ うに,リ ー ス物 件 の資 産 計 上 につ い ては,税 法 が商 法 の 内容 を 規 定 す
る こ とに な り,こ こに,い わ ゆ る税 務 貸借 対 照 表 の 商事 貸 借 対 照 表 に 対 す る逆
転 した 関 係,つ ま り,「 逆 基 準 性 」(umgekehrteMaBgeblichkeit)とい う現 象 が
生 じ る こ とに な り,さ ら に,こ うした 「逆 基 準 性」 は,税 務 上 の優 遇 措 置 一
た とえば,「 ベ ル リン 開発促 進 法 」(GesetzzurF6rderungderBerlinerWirtschaft,
1976)による特 別 償 却(初 年度75パー セ ン ト償却)一 を利 用 した 場 合 に もみ られ
るの であ る⑥。 つ ま り,こ の 場 合,税 務 貸 借 対 照 表 の25パー セ ン トの 残 存 簿価
が商 事 貸借 対 照 表 上 の価 額 を規 定 す る とい う,法 の建 前 上 の 関 係(所 得税法第5
条第1項)と は 逆 の 規 定 関係 がみ られ るの で あ る。
{1)Schneider,Dieter,Steuerbilanzen,aa.O.,S.118ff.この 点 に つ い て は,拙 稿 「シ
ュ ナ イ ダ ー 税 務 貸 借 対 照 表 論 」,r明 大 商 学 論 叢 』 第63巻 第2・3号(1981年1月)の











こうした状況は,商 法 が会計制度 の要の位置 を占めているだけに,認 めがた
い状況 といえる。つ ま り,実 務の進行に よって,比 較 的実務 に近 い ところに位
置してお り,し か も,状 況 の変 化に柔軟に対応 できる税法に先を越 され,商 法
が前代遅れ のもの とな って しまった とい う印象を一般に与え,法 としての権威
を保持す ることが困難 とな りつつあ るとい う状況が生 じて きてい るといえ るの
である。
こ うしたいわば変則的な状況をあ らため,会 計制度の在 り方を 「正規 な るも
の」(・rdnungsmaBig)とす る ことが,今 日,社 会的に も,要 請 され てい るとい
え るのである。そ のためには,取 り敢えず,商 法上 の 「財産対照表物」 お よび
「負債」 とい う概 念を,税 務上のい っそ う広い概念 であ る 「経 済 財」 と 「経 済
的負担」 とい う概念に取 り替 えることに よって,税 務貸借対照表の商事 貸借対
照表に対す る 「逆転 した基準性」の存在を否定 し,こ れを法建前上の本来の規
定関係に戻 さなければ ならないの であ る。
現在,西 ドイツにおいて進行 してい る商法改正に対す る 「ドイツ経営経済学
教授連合の提案」ω(1979年)はそ うした方向でな され てい るもの とみ る こ とが
できるのである。.その際,と くに,そ うした提案 が 「会計情報の公開」 の拡充
をはか るとい う形 でお こなわれ てい る点には注 目しておかなけれ ばならない。
ここでは,こ の 「公開」(Publizitat)の意味を考 える際 の手 がか りとして,先 に
あげた 「ベル リン開発促進法」に基 づ く減価償却 の例 を あ げ てみ る こ とにす
る軋,
ベル リンにおいて・取得原価1001'eOOマル ク・耐用年数10年の機械設備へ の
投資がお こなわれた もの とす る。 この機械設備について,商 事貸借対照表 にお
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いて直線的減価償却がお こなわれ る ものとす る と,そ の初年度末におけ る貸借
対照表価額は90,000マル クとな らなければな らないはずであ る。
しか し,税 務貸借 対照表 における貸借対照表価額は,「ベル リソ開発促進 法」
(初年度75パー セン ト償却)に よって,25,000マル クとな り,この数値が商事貸借
対照表 にひ きつがれ ることになる。
こうした 「逆転 した関係」 を,形 式的にではあれ,正 し,し か も,そ れ の結
果を 「公開」す るた めに,「潜在 的税金」(latenteSteuern)なる調整項 目が導入
され るのであ る。つ ま り,商 事貸借対照表 にお いては,こ の機械設 備は90,000
マル クで表示 され る。 しか し,税 務上は25,000マル クとなるので税務上 の利益
は90,000-25,000=65,eOOマル クだ け,商 事 貸 借 対 照表 の利 益 よ り少 な くな る
のであるが,こ の65,000マル クを商事貸借対照表の貸方項 目として表示 しよ う
とす るのである。 これは,商 事貸借対照表に表示 されてい る数値 と比べ て,「実
際上は過度 に少 ない税 が支払わ れている」{3}とい うことを示 してい るのであ る。
この よ うに,商 法改正に対す る 「ドイツ経営経済学教授連合」の提案は,税
務上 の利益 が過少にな ってい るとい う現実の実務状況,し たが って また,そ う
した利益 の大 きさに よって決 まる実際 の税 ・配当の支払いが過度に少な くなっ
てい るとい うことを貸借対照表 上に表示 し,こ れ を 「公開」 しようとす るもの
であ るといえ るのであ る。
しか し,こ うした提案は,「シ ■.'?一一レンバ ッハ協会」の大会(1979年5月31日)
で,連 邦大蔵 省お よび連邦法務 省の各代表(4)が口をそろえて報告 しているよ う
に,税 務上 には何 らの変更 もと もな わ ない 改 革一一steuerneutraleTransfor-
mation一を 目ざした ものなのであ る。つ ま り,・税務上は何 も変 らないのであ
って,利 益 計算面 に実質的 ・内容的な変化 を ともな うものではない とい うこと
を前提 に した提案 といえるのである。 ・.
われ われ は,現 在,西 ドイヅで進行 している会計制度の改革の 弓ざして い る
坊 向,な らびにそれ との関連 で展開 され てい る会計理論 の意味を こうした実 務
状況 とその利益計 算上にお よぼ す影響 との関連で考察しなければならない よう.
にお もわれ るのであ る。 、 ∴









さて,こ こ官 新 しい実務の 「型」を もつ もうひ とつ の例 としての 「企業年
金」 を と りあげ,そ れ と現代会 計理 論 との関連 につい て考察す ることにす る。
今 日の西 ドイツでは,企 業年金(betrieblicheAltersvers・rguhg)は法的年金保
険(gesetzlicheRentehversicherung)を補完す るもの として位置づけ られている。
そのために企業が毎年 負担す る費用 な らびに年金債務(P印si・nsverpfl三chtungen)
は増加の傾 向を示 してい るω。
年金債務が この ような重要性を高めてきてい るに もかかわ らず,こ れに関連
す る商法上の規定に も,ま た,会 計上の取扱いにつ いても,な お多 くの問題が
残 されてい るのであ る。
この問題についての論議を引起す契機 となったのが ドイツ最高財 政裁判所に
よる1928年12月11日付 の判決 であった。 この判決に よって,年 金債 務を貸借対
照表の貸方に記載す る ことが義務づけ られたのであ る。 しか し,そ の後 の一連
の判決(i934年7月3日付,1937年3月9日付および1937年8月31日付判決)に おい
ては,そ れ の貸方計上については選択権(Passivierungswahlrecht)が認 められ る
よ うにな った のであ る。
同時に,ま た他方にお いては年金債務の貸方計上選択権を認めた これ ら判決
に反対す る意見 も数多 く表明 されたのである{2)。しか しながら,そ の よ うな意
見 を無視 した形で,戦 後,再 び,連 邦裁判 所 は 「年 金 期 待 権(Versorgungsan・
wartsehaften)を保険数理に基づ く高 さで貸方計上す る義務 は何 ら存在 しない」(3)
とい う判決(1961年2月27日付)を 下 したのである。'
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.この判決は経営経済学者か らの批判的かつ否定的な反 論を呼 び起す こととな
ったの であ る。 しか し,そ れ に もかかわ らず,1965年の株 式法 の改正に際 して
は年金債務の貸方計上義務(Passivierungspflicht)の導入 には いた らなか った の
であ るω。
その後,1974年12月19日付 のいわゆ る 「企業年金法」(GesetzzurVerbesserung
derbetrieblichenAltersvers・rgung)の実施 と,と りわ け,そ こでの年金期待権 の
取消不能性(Unverfallbarkeit)に関す る規定 の導入に よって,雇 用者(労働者)
の法 律上 の地位 は著 し く改善 され るところ とな った。 しか し,そ れ に もかかわ
らず,立 法者はその後 もなお貸方計上選択権に固執 し,所 得税法第6a条の改正
に際 しても 「年金債務 二対 シ テ引当金 ヲ設定スル コ トヲ得」 との文言を残 した
のである(5Lr
、
この よ うに,企 業年 金法の実施に よって も,年 金債務の貸借対照表 での取扱
いについては なお 明確な解答 が得 られ ない まま今 日にいたっているのである。
この問題 が今 日取 り上 げられ る理 由が ここにある。 以下,と くに,西 ドイツに
おけ る現代会計理論を代表す る レフソソ{6)(U.Leffson)ならびにザ イ ヒ ト(7)(G.
Seicht)の所論の考察 をつ うじて,企 業年金 とりわけ年金債務 と現代 会 計 理 論
との関連 を明らかにしたい とお も う。
{1}Busch,FriedrichWilhelm,GrundshtzeordnungsmaBigerBilanzierungfitr
Pensionsverpflichtungen,Diss.Mtinster,1976,S.1.この た め に 企 業 が 設 定 す る 年
金 引 当 金 の 総 額 は410億 マ ル ク 以 上 に も 達 し て い る と い わ れ て い る 。 ま た,企 業 年 金
の 財 務 効 果 に つ い て は,Vonalt,Joachim,Liquiditats・llndfinanzierungspolitische
AspektederbetrieblichenAltersversorgungtDBW43.J9.,Heft2,Juni1983,
















の ごと く,ドイツ商法第38条は;商 人 に,「正規 の簿記の諸原則」(drund.
SktzeordnungsmaBigerBuchfithrun9)にしたが って,帳 簿をつけ ること,な らび
にそ こにおいてみずか らの商取 引と財産状態を明 らかにす ることを義務づけて
い る。 さらに,こ の 「正規の簿記の諸原則」 とい う概念は商法典か ら他の法律
一 と りわけ株式法 お よび所得税法一 に も引継がれ てい るめである。
ところが,商 法典 には この 「正規の簿記 の諸原則」な る概 念についての定義
もまた詳細 な説明 もみ られ ない のであ る。法律上は 「正規の簿記 の諸原則」 の
内容 が確定 されていない とい うことであ る。 しか しなが ら,こ うした内容の不
確定な概念つ まり 「不確定法概念」〈1iSn5estiimm£erRechtsbegriff)をその体系 の
中に組込む ことに よって,法 は 「新 しい認識 と経済状態の変化に適合す ること
が できる」ω ようにな るといわれ てい るのであ る。
レフソンは この よ うな法律上の 「正規 の簿記の諸原則」 の内容を構成す る も
の として,み ずか らの 『正規 の簿記の諸原則』(第5版1980年)を著 した の であ
る。 した がって,そ れ はたんな る理論的な試み とい った もの としてではな く,
商法第38条の 「正規 の簿記の諸原則」 の内容 を構成 し,さ らに,そ の ことをつ
うじて現実 の実務に対 して一定 の役割をはたすべ き もの としてとらえ られ るの
であ る(2}。
レフソソはその よ うな意図 の もとにその 『正規 の簿記 の諸原則』 を演繹的 ・
目的論的方法に よって展 開してい るのであ る。その際,か れはその推論の 出発





レフソンはそ うして導 き出 した 「正規 の簿記の諸原則」 の体系を次の ような




ここでい う枠原 則 とは,会 計報告(Rechenschaft)およびそのため の基礎 とな・
る記録 計算お よび文書作成(Dokumentation)の枠組を形成す る包 括的 ・一般
的原則を意味 し,正 確性(無 恣意性),明瞭性 お よび完全性 の各原則か らなって
いる。 また,区 分(対 応)原 則 とは,期 間損益計算 の内容を規定 している,実
現原則,事 象お よび時間に したが った区分(対 応)の 原則お よび不平等 原 則 を
総括 した ものである。 さらに,補 完原則は継続性 の原則 と慎重性の原則か ら構
成 されてい る㈲。
レフソンにあっては こ うした 「正規の簿記 の諸原則」 と法 とが年度決算(書)
の客観性 を支 える重要な柱 とされ てい るの であ る(6㌔さらに,かれは,法 と 「正
規の簿記の諸原則」を 「確固た る規範体系(Sy・temfe・terN・・m・n)を構成す る
もの」 とみ る(7}と同時に,「利益 の算定 は,原 則的に,法 律 と正規 の簿記の諸
原則の意味での正 しい利益 が計算 され る」(8)ことが,す べ ての企業形態 に つ い
て,分 配決定 の前提 とな ると考えているの であ る。
(1)heffson・Ulrjch・DieG】nmdsatzeordnungsmalliger恥chf口hrung,、己.a.0.,S.18.
② 商 法,「 正規 の 簿記 の諸原 則 」,会 計理 論(学 説),会 計 実 務お よび経 済現 象 との関
連 につ い て は,遠 藤 一 久 『正 規 の簿 記O'諸原 則』(1984年)を参 照 され た い6
〈3)・h£ffson,U恒ch,DieGrundsatzeordnungsm5BigerBuchfロhrung,S.36-9&
.〈4)Ebd.,S,163-171.
⑤Ebd・ ・S・163・t・fO'・詳 椰 つ い てeま・ 拙 稿 「レ フ ツ 『正 規 の簿記 の諸MR'J2(1)・
(2)・(3)・(・)」・r明 嫡 学 論 叢蝉66巻 第1・2号(1988年i・月 鴻9・4号(1984年2
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さて,レ フ ソンは1967年5月31日付 の連邦財政裁 判所の判決 を引用 して,「商
人慣 習は正規の貸借対照表作成 の諸原則を法創造 的に形成す る力は もっていな
い」ω とし,新 たな問題 が提起 され た時には,商 人 の見解 もし くは慣習に よっ
てではな くて,む しろ,事 物に即 した論証(sachlicheArgumente)セこよって決定
され るべ きである と主張 してい るのである(2)。つ まり,レ フ ソンは 「商慣 習は
法源ではない」(HandelsbrauchistkeineRechtsquelle)として とらえ,し たが っ
て また,「正規のかつ尊敬に値す る商人 の見解(Ansichtenordentlicherundehren・
werterKaufleute)について も,そ れが 「正規 の簿 記の諸原則」を形成す る もの
では ない としてい るのであ る(3L
その うえで,か れ は 目前 にあ る観念,思 考お よび商慣習を,ま ず,ま だ理 由
づけ られていない仮説 として設定 し,そ してそれ との論理的関連 と くに無矛盾
性,・情 報内容 お よび他 の仮説に対す る関連 といった 点で研究をお こな うとい う
演繹的な方法 に よって,「正規 の簿記の諸原則」 を獲得すべ きであ ると主 張 す
るのである。 しか し,か れは,そ の際タ 商慣 習が重要 な認識源泉 とな っている
ことは認 めているの である。つ ま り,レ フソンは商人 が新 しい問題を認識 し,
そ して新 しい解決策 を探求す る最初の当事者 であ り,ま た,問 題解 決のため の
ア イデ ィアの提供者 ともな ってい るとい うことは否定 していないのであるω。
しか し,レ フソンは,立 法者は 「正規 の簿記の諸原則」 につ いては,む しろ,
これ を 「事物か ら導出 しかつ法典化 した」⑤ とみ るのであ る。 それは,そ の過
程 で,部 分的 には経営経 済学の見解 によって裏づけ られた とい うことを も意味
してい るのである軌 つ ま り,レ フソンは 「正規 の簿記 の諸原則」 の内容は商
人 の慣 習によってではな くて,事 物 と経営経済学 の見解 によつて規定 され ると
み ているのであ る。 もちろん,こ うした結果 にいた る過程は平坦な ものではな
か った。
連邦 裁判所は1961年においては まだ商人的見解 を経営経済 的根拠 よ りい⇔そ
う基 準的(maBgeblicher)なもの とみなしていたのであ る。 ところヵミ,連邦財政
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裁判所は,戦 前の帝国財政裁判所 と同様 に,こ の点 については異 なる立場を と
っていたのであ る。 す なわち,「すべての裁判所の うち,帝 国財政裁判所 とそ
の後の連邦財政裁判所 が,最 も強 く,正 規の簿記 の諸原則を事物か ら獲得(aus
derSacheherauszugewinnen)しよ うとした」{7)のである。
こうした状況を背景 として,レ フソソは、r正規の簿記の諸原則」を演繹的方
法 に よって獲得すべ きであると主張 しているのである。
しかしなが ら,こ の よ うな方向に逆行す る事態 が生 じたのである。それが年
金期待権(Pensionsanwartschaften)の貸方計上義務に 関 す る1961年2月27目付
の連邦裁判所 の判決であ ったのであ る。 そ こでは,こ の問題 につ いての専門科
学 である経 営経済学の手を借 りずに,し か も,意 識的に経営経済学において ま
った く優勢に主張 され ている見解を無視 した形で判決が下 されたのであ る。そ
の結果,こ うした経済的 な問題が学問以前の水準に 基 づ い て取 扱 わ れ,し か
も,特 定の問題(こ こでは年金引当金の設定に関連する問題)に 対 して,経 済的お
よび法律的な一般原則に対立す る原則が展開 され ることとな ったのであ る。 さ
らに,も しこ うした事態 がお し進め られてい くことになれ ば,法 と 「正規 の簿
記 の諸原則」 の空洞化 とい う状況 が引起 されかねない とい う危険 が生 じて きた
のである⑧。
こうした状 況のもとにおいて,レ フソンは 「経営経済学 は,と りわけ,営 業
取 引が簿記 において どのよ うに秩序正 し く記録文書化 され るか とい うこと,そ
して,年 度決 算書が どのよ うに作成 され るか とい う問題 につ いて取組 む専 門科
学 であ る」(9}と位置づけた うえで,そ うした問題に関 しては 「経 営経 済 学 者 は
法 律家に優 るとも劣 らな い能力を有 してい る」圃 と主張す るのである。 しか し,
もちろん,か れは経営経済学的研究は法律的研究に よる補完 を必要 とす るとし
て 「両学問 の方法が提起 された問題 の解決 のために平行 して適用」仰 され な け
ればな らない とは考えてい るのであ る。 、,
この よ うに,企 業年金にかかわ る問題は リースにかかわ る問題 と同様,法 と
F正規 の簿記の諸原則」 さらには経営経 済学 との関連,い いか えれ ば,西 ドイJ
.ッにおけ る会計制度の在 り方を考察す る際の重要 な問題領域 を形成 してい ると
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いえ るのであ る。 そ こで,以 下,こ のよ うな問題意識の もとに,、まず,レ フ,ソ
ンの企業年金に関す る主張 を考察 し,つ いで,ザ イヒ トの所論 に検 討を加え,







































ところが,レ フ ソンは,こ うした実現原則を基 礎 としてみ るとき,長 期債務
と りわけ年金債務の割引につ いては疑問が生 じて くるとしてい るのであ る。つ
ま り,か れは長期債務 を割引 くζと,し たがつて,将 来 のある時点におい て一
括 して支払われ るべき金額 を割 引いてその金額以下の額 で現在において表示す
ることには疑問 があ るとしているのであ る。
しかし,実 務 では,そ うした債務の割引が一般的 となってい るし,ま た株式
法上 も認め られ てい るのである。 レフ ソンは,そ のよ うな年金債務の割 引に よ
って,集 められた(年金支給の原資 となる)資本(Versorgungskapital)の利子収益
が年金期待権の発生 か ら年金関係 の終了 までの人件費を減少 させ るとい う効果
を生ぜ しめ ることを指摘 して,弟 子の ブ ヅシ ュ(EW.Busch)の論証(3)を基礎に
して,そ うした割引が実 現原則に違反す ると主張す るのである軌
レフソンは,年 金債務 を割 引 くとい うことは,年 金 引当金の設定に よって企
業 内に拘束 された資本 が投資 されて利益 を もた らす とい う考え方に基づいてい
る ことを指摘 した うえで,そ の よ うな考え方は未実現利益 の計上 につなが ると
批判す るのであ る。す なわ ち,「この割引に よって考慮 され る利子取益は明 らか
に未実現の取益 である。 これには,第 三者に対す る利子請求権(未収の受取利息)
の よ うに,そ の企業が要 求し うる契 約上 の利子債務 とい った ものは何 ら対応 し
ていないのであ る。そ もそ も,資 本 の投下に よ⇔て利益が生じるか ど うか とい
うことは,期 間帰属問題 を無視す るとす るならば,企 業が全体 として当該期間
において期間利益 もし くは期間損失 を獲得す るか どうか とい うことに依存 して
いる1のである。 もしそれが利益を獲得 しなか った り,あ るいは十分な利益 を獲
得 しない とす るならば,経 営内部 の利子収益 もまた存 在 しない ことにな り,し
、たが って,過 去 の数会計期間におい てお こなわれていた実現原則に対す る違反
が明ちか とな る」㈲ どレフソンは述 べてい るのであ る。
それ に もかかわ らず,実 務におい て も,ま た文献において も年金債務はそれ
以外 のすぺ ての長期債務 と同様 に割引かれ るべ きであ る;aとい うことは争いの'















さて,年 金債 務の割 引については,も う一つ の原則すなわ ち慎重性 の原則が
関係 して くる。 この原則は,不 確実な状況 のもとで,「どの よ うな価値 で計算
され るべ きか,と い うことに対す る規則」ω でもあ る。
その際,レ フ ソンは,不 確実な予想の も とでの見積 りについては,慎 重な貸
借 対照表作成の公準 とい う古い コンヴェンシ ョンが存在 してお り,そ れは具体
的には 「資本 が気付かれ ない ままに分配 されてはな らない」(Z)とい うこ とを 内
容 としているのであ る。
レフソンはそ うした資本 の維持をはか ろ うとす る 目標は次の よ うな原則をつ
うじて達成 され るとしているのであ る。すなわ ち,(i)まだ確実な もの となって
いない利益構成要素は,'いか なるもの も,期 間成果 のなかに算入 してはな らな
い(実 現原則),(ii)予想 され るマイナスの成果貢献(negativeErfolgsbeitr5ge)は
認識 の時点においてす でに利益減少的に考慮 され なけれ ば な ら な い(不乎等原
則),そして,⑬ あ ま りに も楽観的な見積 りに よって,期 間成果 が過大に表示 さ
れない よ うに見積数値を確定す ること(慎重性の原則),であ る(3)。つ ま り,レ フ
ソンは,実 現原則,不 平等原則お よび慎重性原則 とい う三 つの原則の適用をつ
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うじて,、資本維持 とい う目標 が達成 され る としてい るのであ る。
と くに,レ フ ソンは この三つの成果減少的に作用 す る正規 の 簿 記 の 諸 原 則
(erfolgsminderndwirkendeGoB)のうち,慎 重性の原則 と不平等原則は 「リス
クについての会計報告」(RechenschaftttberRisiken)に関連す ると同時に,資 本
維 持 とい う意味で,獲 得 された成果に影響をお よぼ し,さ らに また,「調達価
格一 お よび実現原則」(Anschaffungspreis・undRealisationsprinzip)}ま両 目的に等
し く役立つ と述べ てい るのであ る軌
こ うした慎重性 の原則 と不平等原則 との関係 について,レ フソンは次のよ う
に述べている。 「不平等 原則 とい う原則一 これに よれば,一 定 のマ イナ ス 成
果貢献が見越計上 されなけれ ばな らない ことになるが一 も,わ れわれは資本
維持 目標で理 由づけた。われ われ は広義の未決取 引(eingeleiteteGeschafte)の
評価 が,す でに,予 想 され る状況か ら決定 され るとい う原則を慎重性思考の帰
結 とみ なす ことができる{5)j。,
さて,不 平等 原則に基づいて見越 計上 され るマ イナス成果貢献は,年 度決 算
書 の作成 の時点 までに当該取引の収益 と費用 が既知 となってい る場合には,確
実 な予想に基礎 をお くことがで きる。 しか し,見 越費用 の計算は,大 部分,不
確実 な予想に基礎 をおいてい るのである。そ こでは,不 平等原則 に追加 して,
さらに,慎 重性 の原則が一定の役割 をはたす ことにな るのであ る〔6}。
レフソンは過 去の収支取引を基礎 に作成 され る年度決 算書は過 去 と未来をつ
な ぐ連 鎖であ る と述べ てい る。 「年度決算書は過去 と未来の連鎖 であ る の で,
そ こには,過 去において決定 された価値 のほかに,将 来への予想に よって決定
され る,し たが って,不 確実 な価値 も入 り込む」(7}ことにな ると述べ て い る の
であ る。
そ うした不確実な価値 を見付け 出すために,い わゆ る(客観的および主観的)
確率が用 いられ るのであ る。 しか し,そ の際,も ちろん,完 全な無知 と数学的
確率は年度決算の問題領域には属 さないので,こ こで問題 とな るのは,統 計的
に基礎 づけられた確率 と主観的確率を用い ての貸借対 照表 の作成 に限定 され る,
ことになる⑧。
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さて,将 来の 出来事 につ いての見積 りは時点的に かあるいは一定の間隔 につ
いてお こな うことがで きる。 しかし,不 確実な予想の もとでは,通 常,間 隔見
積 りの場 合に のみ,将 来実 現す る価値 と見積 りとの一致がみ られ,時 点的な価
値 の見積 りではそ うした一 致は稀に しか獲得 され ない といわれてい る。 しか も,
年 度決 算書には時点的な価 値が入れ られなけれ ばな らないの で,こ うした間隔
見積 りに代 る代理値が選 ばれ なければな らない ことになる。 レフソンはそのた
めには算術的加重平均値が と くに適当 である としてい るのであ る。 とい うのは,
「それ の計算には,す べての見積値 が折込 まれ てお り,し か も,そ れは見積 リ
スクの計算技術的な平準 化 とい うものにつなが る」⑨か らなのであ る。
ところで,貸 借対照表 の作成者に とっては,そ の ことは算術的平均値の選択
に際 しては,プ ラス もし くはマ イナスの乖離の可能性 を等 し く評価 し,リ ス ク
中立 的(risik・neut;a1)に行動す ることを意味す るのであ る。 しか しなが ら,貸
借対照表作成の領域においては,上 述 した ごと く,慎 重性 とい うコン ヴェソシ
ョンが妥 当してい るのであ る。 「慎重性 とい うのは,算 術的平均値 に よって 実
現 され る リス クの平準化に もとついて算術的平均値 を選択す ることであ るとい
うよ うに解釈 し うるはず である。 これ は,主 張す るこ とは できるが,し か し,
慎重な貸借対照表作成の伝統 的な理解 とは合致 しない。慎重な貸借対照表 の作
成 とい うことは,む しろ,平 均値か ら乖離す る価値 を見積 ることを意味 してお
り,し か も積極(借 方)項 目につ いては よ り低い価値 の貸借対照表 計 上 を,ま
た,負 債 と引当金については よ り高い価 値を貸借対照表に記載す ることを意味
してい る」胸 のであ る。
レフソソは,こ うした行動を とらせ ることの基礎 には,「利益 分配 と課税 に
よる資本の不 当な引 出しとい うリス クの方が,期 間利益を過少に表示す る こと
に よ り生 じる リスクよ りいっそ う不利 な もの として評価 され る」ω とい う考 え
方 が存在 している としているのであ る。
こめ よ うに,'レフ ソンは実現原則を固持 し,慎 重性の原則 に新 しい解釈を加
えてお りレ そ の過程 で,「不確実性」を強調 し,年 金債務 の割 引に反対 し,負
債 お よび引当金 の拡大計上 を合理 づけ よ うとしてい るのであ る。それは,結 果
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的には,費 用 の拡大計上,し たが つて,利 益 の縮小 さらには税の減免を合理化
コンセンサス
ー し か も,「正 規 の 簿 記 の 諸 原 則 」 と い う合 意 の 得 や す い 用 語 を 用 い て 一






(6)Ebd.,S.422.なお,資 本 維持 目標 と未 決 取 引 との関係 につ い ては,拙 稿 「取 引概











これ に対 して,「動態論」批判の上に展開 され てい る,ザ イ ヒ トの 『資本理
論的貸借対照表 論』ω にあ っては,現 実の年金引当金の計上(評 価)が,レ フソ
ンとは異 な る視点 から,む しろ積極 的に合理化 されてい るのであ る。 すなわち,
ザ イ ヒ トの資本理 論的 な観点の もとでは,貨 幣 の将来 の流入 ・流出状況が貸借
対照表上に表示 され,そ れ らの価値 は,い わば.「予想原則」(anticipati・nprin-
ciple)にした がって,事 前に決定 され るのであ る。 そ して,そ れ らの価値の比
較をつ うじてか,あ るいは,そ れ ら価値に一定 の利率を乗ず ることに よって利
益 が確定 され るのである(礼
こ う、レた資本理論的貸借対照表論を展開しているザ イヒ トに あってe‡'リ,三
ガー流 の貨幣的思考方法 を受継い で,財 産お よび負債 は 「将来 の収入 または支
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出の今 日的価値」(der"heutigeWert"derzukOnftigenEinnahmenbzw.Ausgaben)
として解釈 されているのであ る。 そして自己資本は積極財産 と負債 の差額 とし
て,す なわ ち,将 来 の取入 の今 日的価値 と将来の支 出の今 日的価値 との差額 と
して説 明され るのであ る。 それ故,資 本は 「将来 の収 入 超 過 の今 目的 価 値」
(der"heutigeWert"derzuktinftigehEinnahmentiberschtisse)と解釈 され ること
にな るのであ る。 もし将来 の収入 の今 日的価値 と将来の支出の今 日的価値,そ
れ故,財 産 と負債 またはそ の残 高 としての 自己資本 が将来予想 され る貨幣の流
れ の一定利子率に よる割引計算に よって算定 され るとす るならば,利 益 は こ う
した 「将来の貨幣 の流れの資本価値につ いての利子」(ZinsenaufdenKapital・
wertdieserzUkttnftigenGeldstr6me)として算出され る ことになる(3}。ここでは,
貸借対照表は将来 の取入 ・支出の今 日的価値 についての説 明を与 える もの とな
る6
このよ うに.ザ イヒ トは貸借対 照表の重要 な任務を将来 の取入 ・支 出の今 日
的価値についての説 明を与え るところにある とみてい るのであ る。 そ こでは,
積極財産は将来 の収 入な らびに過去 の収入超過 として,ま た,消 極財産は将 来
の支 出 として定義 され てい る。 それ故,貸 借対照表 の積極側は取入をそ して消



























び消極)財 産(=過 去の収入超過 と将来の経営収入または経営支出)は,残 高 として,
「純財産」 を生み 出す ことになる。 これを一覧表 にすれぽ,第1図 の よ うに な
るω。
このよ うに,ザ イヒ トは貸借対照表を未来計算 との関連で とらえてい るので
ある。そ こでは,財 産は内部利率で割引かれた 「将来 の取入」 として,ま た負
債は 内部利率で割引かれ た 「将来 の支出」 として解釈 され てい るの であ る㈲。









しか も,こ の よ うな解釈 は,税 務上の 「部分価値」(Teilwert)概念 とも合致 し
てい るのであ る{7㌧いいかえれ ば,年 金引当金設定にかかわ る税務上の部分価
値が この よ うな現代理論に よって合理化 されている といえるのであ る。企 業年
金にかかわ る会計実務の進展 がこれ までの 「動態論」を もってしては合理化 し
えない状況を顕現せ しめていることは明らかである。 ここに,「 動態論」に代
る新 しい理論 の登場を要請 してい る現実的基礎 が存在 してい るといえるのであ
る。そ うした要請 に応え るものとして登場 した現代理論のひ とつがザ イヒ トの
資本理論的貸借対照表論 といえ るのである。 その意味におい て,こ うした現代
会計理論のはたす現実的な役割 も,法 お よび会 計実務 と りわけ 「リース」や年
金引当金の設定(評 価)を め ぐる問題 との関連 づけのなかで明らかにな る とい
え るのである。
一見,実 務 とは無関係に展開 され てい るかのよ うにみ える,き わ めて抽象的
な論理構造を備えた現代会計理論の現実的 な意味 も,こ うした法お よび実 務 と
の関連づけ のなかで,つ ま り,制 度的な枠組 のなかで機能 しているもの として
とらえることに よって明 らかにな るといえるのである。 現代 ドイツ会計学 の課
題 もこの よ うな視点か ら解 明されなければな らない と考えられ るのであ る。









(7)Sehneider,Dieter,Steuerbilanzen,a.a.O.,S132-133.なお,こ の点 の 詳細 に
つ いて は,拙 稿 「年 金 引 当金 と資本 理 論的 貸借 対 照表 論 」,『明大 商学 論 叢』 第67巻
第2-7号,1985年(予 定)を 参 照 され た い9...'..一 、
なお・ 本稿 は,日 本 大 学経 済 学部 主 催 の特別 学 術講 演 会(昭 和59年11月30日〉 で の
講演 内容 に加筆 した もの であ るb'
